The Music and Copyright in the School： Around Copyright Act Article 35 Clause 1, Article 38 Clause 1 by 新井,恵美
宇都宮大学教育学部紀要
第65号　第１部　別刷
平成27年（2015）３月
学校における音楽利用と著作権
−著作権法35条１項、38条１項を中心に−
新　井　恵　美
学校における音楽利用と著作権
−著作権法35条１項、38条１項を中心に−
The Music and Copyright in the School：Around Copyright
Act Article 35 Clause 1, Article 38 Clause 1
ARAI Emi
137
１．目的
　近年、特許権や著作権をはじめとする知的財産権の重要性が高まってきている。平成20年改訂
の中学校学習指導要領、平成21年改訂の高等学校学習指導要領においても複数の教科で知的財
産に関する記述が盛り込まれ1、音楽科や芸術科音楽においても「音楽に関する知的財産権」特に
著作権についての内容が取り扱われるようになっている。その中には「平成15年６月に著作権
法の一部が改正され、教育現場での著作物の利用を円滑にするため、著作権者の了解なしに利用
できるいくつかの条件が定められているので、これらについては一層正しく理解される必要があ
る。」2、「著作権、著作隣接権については、著作権の内容のほか、著作権者等の了解なしに利用でき
る幾つかの条件が定められているので、これらについては一層正しく理解される必要がある。」3と
いったように、著作権の制限規定について取り扱う記述がなされている。
　本稿では、この制限規定のうち、学校で音楽利用をする際に最も多く関わるであろう著作権法
35条１項（以下、著作権法について取り上げる場合は「著作権法」を省略する）と38条１項を
中心に取り上げることにより、学習指導要領の内容の取扱いの一助となることを目的とする。
なお、これらについては、中学校音楽科教科書でも取り上げられている4。また、検討にあたって
は、特に35条については権利者団体による「学校その他の教育機関における著作物の複製に関す
る著作権法第35条ガイドライン」5（以下、「ガイドライン」とする）も参考にすることとする。ガ
イドライン自体は法律ではないため、これに拘束されるものではないが、著作物の適切な利用の
ために指針となるものである。
２．35条１項（学校その他の教育機関における複製等）
　35条１項は、学校その他の教育機関における著作物の複製に関する著作権者の制限を規定して
いる。その条文は以下のとおりである。
　　学校その他の教育機関（営利を目的として設置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過程における使用に供することを目的とする場合に
1　世良清「新学習指導要領と知的財産」『IPマネジメントレビュー』第５号、知的財産教育協会、pp.16-17（2012）
2　文部科学省『中学校学習指導要領解説　音楽編』教育芸術社、p.67（2008）
3　文部科学省『高等学校学習指導要領解説　芸術（音楽　美術　工芸　書道）編　音楽編　美術編』教育出版、p.26（2009）
4　小原光一ほか『中学生の音楽』２・３下、教育芸術社、p.45（2012）
5　著作権法第35条ガイドライン協議会「学校その他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法第35条ガイドラ
イン」『コピライト』第518号、pp.26-29、著作権情報センター（2004）
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は、必要と認められる限度において、公表された著作物を複製することができる。ただし、当
該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害す
ることとなる場合は、この限りでない。
　本条では非営利の学校を対象としているので、当然小・中・高等学校はこれに含まれることに
なる。ガイドラインでは、学校を「文部科学省が教育機関として定めるところ、及びこれに準ず
るところ」としている。営利を目的とする学習塾や予備校はもちろんのこと、学校開放などで教
育機関以外の者が単に場所として学校を使用している場合はこれに含まれないとしている。
　複製を行うことができるのは、教育を担任する者と授業を受ける児童生徒である。この「授業
を受ける者」が平成15年改正によって加えられた部分である。これにより、児童生徒が授業にお
いてインターネット等で調べた資料や新聞記事等をコピーして他の児童生徒に配布することが可
能となった。
　「授業の過程」とは「初等・中等教育機関の場合、いわゆる授業だけでなく特別教育活動である
運動会の学校行事や必修のクラブ活動も含まれる」6とされる。ガイドラインにおいては他に「部
活動、林間学校、生徒指導、進路指導など学校の教育計画に基づいて行われる課外指導」も含ま
れるとしている。いずれにしても、「授業の過程」に当たるかどうかは、授業を担任する者が判断
する必要があろう。
　「必要と認められる限度」は授業で必要となる最小限の部分であるが、これも著作権者の利益を
不当に害することは認められないことになっている。この点について著作権審議会7では、報告書
において以下のように述べている。
　　著作物の種類及び用途に関しては、楽譜や教材用映画フィルムなどのようにわずかの複製
により市場が著しい影響を受けるおそれのある著作物や、ワークブック、ドリルなどのように
本来教育の過程において個々の児童生徒によって利用されることを目的として作成される著作
物については、その複製は原則として許されず、また、複製の部数及び態様に関しては、例え
ば、小学校などにおける通常の学級規模を超える部数の複製や文芸作品などの全部ないしは相
当部分にわたる複製は認められないものと解される。
　以上より、楽譜を一曲まるごと複製することは本条で想定されていないことが分かる。楽譜を
複製できるとすれば、例えば、鑑賞の授業などにおいてスコアの読み方を取り扱う場合に、ある
楽曲の楽譜の一部分を複製するといった場合であろう。当然のことながら、ガイドラインでも著
作権者の利益を不当に害する著作物の種類と用途については、楽譜はもちろんのこと、その教室
で使用されていない検定教科書（教師用指導書を含む）や教材用の音楽用CD、レンタル用DVD等
が挙げられているし、複製の部数と態様については、原則として、部数は通常の１クラスの人数
と担任する者の和を限度とする」と定めている。結局のところ、学校で複製が行われることによ
り、著作物の潜在的販路を阻害するかどうかが判断基準となるため、例えば、テレビ番組を録画
してそれをライブラリー保存するような行為は必要な限度を超えるものとされる8。
6　加戸守行『著作権法逐条講義』六訂新版、p.282、著作権情報センター（2013）
7　著作権審議会第４小委員会（複写複製関係）報告書（1976）『著作権法百年史　資料編』p.512、著作権情報センター
（2000）
8　前掲注６、p.283
139
　最後に、複製できるのは公表された著作物であることを要する。未公表の著作物を複製すれ
ば、著作者人格権の一つである公表権（18条）を侵害することになる。
　以上の要件を満たせば、学校その他の教育機関において著作権者の許諾を要することなく著作
物の複製をすることができる。また本条により利用する場合には、翻訳、編曲、変形又は翻案し
て利用することができる（43条１号）。この場合の利用は、35条が複製の利用に関する条文である
ため、複製に限られるであろう。
　なお、著作権法上の複製は「印刷、写真、複写、録音、録画その他の方法により有形的に再製
すること」と定義されており（２条１項15号）、演奏などの無形複製は本条に該当しない。
３．38条１項（営利を目的としない上演等）
　22条では、「著作者は、その著作物を、公衆に直接見せ又は聞かせることを目的として（以下「公
に」という）上演し、又は演奏する権利を占有する。」と規定しており、第三者が無断でこれらを
行うことはできない。著作権法38条１項は、所定の要件を満たせば著作権者の承諾を得ることな
く上演等を行うことのできる規定である。その条文は以下のとおりである。
　　公表された著作物は、営利を目的とせず、かつ、聴衆または観衆から料金（いずれの名義を
もつてするかを問わず、著作物の提供または提示につき受ける対価をいう。以下この条におい
て同じ。）を受けない場合には、公に上演し、演奏し、上映し、または口述することができる。
ただし、当該上演、演奏、上映または口述について実演家または口述を行うものに対し報酬が
支払われる場合は、この限りでない。
　まずは35条１項同様、公表された著作物であることが要件となる。未公表の著作物の場合には
公表権が働くこととなる。
　次に、非営利、無料、無報酬の上演等であることが必要となる。ここで、上演、演奏、口述に
は、著作物の上演、演奏又は口述で録音され、又は録画されたものを再生することを含むことと
されているから（２条７項）、文化祭での演奏や授業での教科書の朗読のみならず、音楽の授業に
おけるCDやDVDの再生も含まれる。学校が授業料を徴収していても、それは教育を提供する対価
としての徴収であり、著作物の提供に対する対価ではない9。
　「公に」は、22条で示されているとおり「公衆に直接見せ又は聞かせることを目的」とするもの
である。このうち「公衆」とは２条５項で「特定かつ多数の者を含む」と定義されており、不特
定の者と特定多数の者と読むことができる。この「多数」は不確定概念であり「立法技術として
何人とは書けないから多数と書いたにすぎず、法律の条文を読むとき、あるいは具体的なケース
に即して、何人が多数であるかということは相対的に決めざるを得」10ないとされる。
　なお、本条は35条と異なり、43条において翻訳、編曲、変形又は翻案の利用が許容されていな
い。よって、原作のままの利用に限定されている。
9　作花文雄『著作権法』第４版p.367、ぎょうせい（2010）
10　前掲注６、p.73
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４．検討と私見
　以上、35条１項と38条１項の内容についてみてきた。これらのことをまとめると、以下のこと
が言える。
（１）35条１項より、学校においては、教師または児童生徒が授業のために公表された著作物を
必要最小限の範囲で有形複製することができ、必要に応じて翻訳、編曲、変形又は翻案し
て複製することが可能である。
（２）（１）のとおり、35条で規定しているのは有形複製のみであり、教室で歌を歌ったりするよ
うな無形複製については規定されていない。
（３）38条１項より、文化祭での演奏や音楽の授業でのCDやDVDの再生のような、非営利、無
料、無報酬の上演等である場合は、公表された著作物を著作権者の許諾なく利用すること
ができるが、この場合は翻訳、編曲、変形又は翻案しての利用は認められておらず、原作
のままの利用に限定されている。
　（１）については前述のとおりであるので、ここで再度の検討は省略する。
　（２）については、旧法からの改正の際にも慎重に検討がなされたようである。無形複製につい
ても条文の中に盛り込むべきだという意見もあった11が、「たとえば、授業時間や学芸会における
音楽の演奏等のように、教育の過程において著作物を無形的に複製することについては、その使
用態様からみて、一般に自由利用が認められてしかるべきものであるが、別に措置する『公でな
い演奏等』あるいは『収益を目的とせず、かつ、出演者が報酬を受けない演奏等』に該当するも
のとして取り扱えばたり、とくに、これについて規定を設ける必要はない。」12、「一般に38条の『営
利を目的としない上演等』のほうで読める」13といった解釈がなされている。
　確かに、音楽の授業において聴衆となり得るのは、教師あるいはそのクラスの児童生徒であ
る。１クラスの児童生徒数が「公衆」のうちの「特定多数」にあたるかどうかは議論の分かれる
ところであろう。しかし、35条ガイドラインでの通常の１クラスの人数と担任する者の和を限度
とすれば著作者の利益を不当に害する複製にはあたらないという解釈を援用すれば、授業で著作
物を演奏しても著作者の利益を不当に害することにもならないであろうし、場合によっては公衆
に該当しないともいえる。また、授業においては児童生徒が演奏し、聴衆にあたるのは教師一人
であることも多く、この場合においては特定少数にあたるため、そもそも著作権者が有する演奏
権が及ぶ範囲ではないともいえるであろう。
　しかし、まだ問題は残っている。（３）でも挙げたように、38条の規定に当てはめた場合、原曲
のままの利用に限定されており、編曲して演奏することが認められていないのである。学校現場
においては、児童生徒数や児童生徒の能力、楽器設備などの学校の実態に応じて楽曲を編曲して
用いていることはよくあることであるが、これらは著作権法上許容されておらず、このような利
用をする場合は著作権者の許諾が必要となることになる。この点については中山（2007）も「現
実には上演等に際し若干の変更をしたり、学芸会の時間の都合で一部省略したりすることはよく
あることであり、翻案を全く認めないのも問題があろう。」14と指摘している。もちろん、全ての
11　新著作権法セミナー第７回（野村義男発言）『ジュリスト』No.474、p.127、有斐閣（1971）
12　著作権制度審議会答申説明書（1966）、『著作権法百年史』p.319、著作権情報センター（2000）
13　新著作権法セミナー第７回（佐野文一郎発言）前掲注11
14　中山信弘『著作権法』p.276、有斐閣（2007）
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改変、変更が「既存の著作物を基に、新たな創作性が加わってできあがってくる」15とはいえない
ので、著作権法上の編曲といえない場合もあろう。ただ、その場合でも著作者人格権の同一性保
持権（20条）が関わってくる。「やむを得ない改変」とすることができるかどうかは、個別のケー
スにより変わってくるであろう。
　著作権法は、著作物の公正な利用に留意し、著作者等の権利の保護と文化の発展に寄与するこ
とを目的とする（１条）。著作権者と利用者とのバランスを図るために制限規定を設けられてお
り、35条も38条もそのような中で限定列挙されている。それぞれの条文に事例が当てはまるかど
うかは、やはり個別のケースごとに判断するしかなく、学校での音楽利用については慎重に判断
する場が必要となって来ると思われる。
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